
平成２５年６月２６日

農 林 水 産 省

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づく「政府所有米

穀の販売等業務」における民間競争入札の契約締結について

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18年法律第51号。以下「公

共サービス改革法」という。）に基づく民間競争入札を行った「政府所有米穀の販売

等業務」については、下記のとおり契約を締結しました。

記

１ 契約の相手方の住所、名称及び代表者

(1) 住 所： 東京都港区南青山一丁目１番１号

名 称： 伊藤忠食糧株式会社

代表者： 代表取締役社長 公山 隆

(2) 共同企業体の名称： 日通グループ

（代表企業）

住 所： 東京都港区海岸１－１４－２２

名 称： 日通商事株式会社

代表者： 代表取締役社長 澁澤 登

（構成企業）

住 所： 東京都港区東新橋１丁目９番３号

名 称： 日本通運株式会社

代表者： 代表取締役社長 渡邉 健二

(3) 住 所： 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号

名 称： 三菱商事株式会社

代表者： 代表取締役 中原 秀人

２ 契約金額（委託費の限度額）

(1) 伊藤忠食糧株式会社 18,813,158,664円（消費税及び地方消費税額を含む。）

(2) 日通グループ 18,813,158,664円（消費税及び地方消費税額を含む。）

(3) 三菱商事株式会社 18,813,158,664円（消費税及び地方消費税額を含む。）

※ 契約金額は、業務実施期間（平成25年６月26日～平成31年３月31日）の委託費

の限度額である。

３ 政府所有米穀の販売等業務の内容

政府所有米穀の販売等業務委託契約（以下「委託契約」という。）を締結した受

託事業体は、政府米の販売等業務（主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（平



成６年法律第113号）第29条及び第30条に基づき25年度に政府が買入れを行った政

府所有米穀（SBS（売買同時契約）方式により輸入された米穀を除く。）の販売、

保管、運送等の一連の業務をいう。以下「本業務」という。）を、業務仕様書に即

して作成された業務方法書に基づき実施する。

本業務の内容は次のとおりとし、その詳細な内容は、業務仕様書によるものとす

る。

(1) 政府所有米穀の販売

(2) 政府所有米穀の保管

(3) 政府所有米穀の運送

(4) 政府所有米穀の販売に伴い必要となる次の業務

① 外国産米穀の販売前のカビ確認及びカビ毒検査

② とう精

③ 精米形態で保管する米穀（以下「備蓄用精米」という。）に係るとう精・無

洗米加工・袋詰め（以下「備蓄用精米加工」という。）

(5) 政府所有米穀の品質管理

(6) 販売することができない米穀及び空包装等の処理

(7) カネミ油症患者（カネミ油症患者に関する施策の総合的な推進に関する法律（平

成24年法律第82号）第２条第３項に規定するカネミ油症患者をいう。）に関する

施策の総合的な推進に関する措置

(8) (1)から(7)までの業務に係る情報の管理（農林水産省への報告を含む。）

４ 確保されるべき政府所有米穀の販売等業務の質

確保されるべき政府所有米穀の販売等の質は、次のとおりとする。

(1) 政府所有米穀の安全の確保等

本業務の実施に当たっては、政府所有米穀の安全の確保を図るとともに、当該

米穀を円滑かつ安定的に販売することに留意すること。

① 政府所有米穀の安全の確保

ア 政府所有米穀の品質を確保するため、当該米穀の保管その他の管理に万全

を期すとともに、外国産米穀（バイオエタノール用に販売するものを除く。）

の販売前にカビの有無のチェック及びカビ毒分析を行うことによって、食品

衛生法（昭和22年法律第233号）等の基準に適合する米穀を販売すること。

イ 米穀に品質の変化その他の異常を発見した場合は、直ちに被害拡大の防止

措置等が講じられること及び再発防止策が講じられること。

② 政府所有米穀の適正な流通の確保

米穀の流通に関する法令の規定を遵守するほか、委託契約を締結した本業務

を適正かつ確実に実施すること。

③ 備蓄の適正な運営の確保

米穀の著しい生産量の減少等による不測の事態等において、農林水産省から



の指示を踏まえ政府所有米穀を安定的に供給できること。

④ その他各業務において確保すべき質

その他各業務において確保すべき質は、業務仕様書において定める内容とす

る。

(2) 創意工夫の発揮

本業務の事業実施期間中にあっては、受託事業体は、(1)の質を確保すること

を前提として当該業務を実施するに当たって創意工夫を行い、当該業務の更なる

効率化、経費の削減等に努めなければならない。

５ 政府所有米穀の販売等業務の実施期間

政府所有米穀の販売等業務の実施期間は、平成25年６月26日から平成31年３月31

日までとする。

６ 契約により受託事業体が講ずべき措置

(1) 実績報告及び情報の提供

① 受託事業体は、本業務の実施により作成された業務仕様書に定める各種報告

書を整理し農林水産省に報告するとともに、当該報告内容をデータ化して電子

媒体により農林水産省に提出する。

② 受託事業体は、①の報告書のほか、農林水産省が別途指示する情報をデータ

化して電子媒体により農林水産省に提出する。

(2) 検査

農林水産省は、(1)の報告書及び農林水産省が別途指示する情報の提出を受け

たときは、遅滞なく、受託事業体の本業務の履行状況が委託契約の内容に適合す

るものであるかどうかについて、報告書その他の関係書類又は実地による検査を

実施する。

(3) 本業務に係る調査、報告等

本業務の実施状況その他必要な事項に関する報告徴収及び実地調査について

は、次のとおりとする。

① 報告徴収

農林水産省は、原則として半年ごとに受託事業体に対し、本業務が適正に実

施されているかどうかの報告を求める。

ただし、特に必要があると認める場合は、随時、報告を求めることができる。

② 受託事業体への調査

ア 農林水産省は、少なくとも年に一回、受託事業体の主たる事務所及び営業

所等（本業務を実施するものに限る。以下同じ。）における立入調査を行う。

なお、営業所等における調査については、当該営業所等を管轄する地方農政

局等（北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局を含む。）が実施するも

のとする。



イ アの調査は、業務仕様書に定める保存義務のある書類の保存状況、記載内

容の適正性等を確認する。

(4) 業務の改善命令

農林水産省は、(3)①の報告又は②の調査の結果、委託契約に違反していると

き、業務方法書によらないで本業務を行っているときその他本業務について改善

の必要があると認めるときは、受託事業体に対し、必要な措置を命ずることがで

きる。

(5) その他監督措置

農林水産省は、本業務の適正な履行を確保するため、農林水産省の職員に対し、

立会い等による監督を命じることができる。なお、受託事業体は、当該職員が行

う立会い等による監督に協力しなければならない。

(6) 秘密の保持

受託事業体は、本業務に関して農林水産省が開示した情報等（公知の事実等を

除く。）及び業務遂行過程で作成した提出物等に関する情報を漏洩してはならな

いものとし、そのために必要な措置を講ずるものとする。受託事業体（その者が

法人である場合にあっては、その役員）若しくはその職員その他本業務に従事し

ている者又は従事していた者は業務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはな

らない。これらの者が秘密を漏らし、又は盗用した場合には、公共サービス改革

法第54条により罰則の適用がある。

なお、当該情報を本業務以外の目的に使用又は第三者に開示してはならない。

(7) 契約に基づき受託事業体が講ずべき措置

受託事業体は、３に掲げる業務のほか、次に定める事項について措置するもの

とする。

① 業務の開始及び中止

ア 受託事業体は、委託契約に定められた業務開始日に、確実に本業務を開始

しなければならない。

イ 受託事業体は、やむを得ない事由により、本業務を中止しようとするとき

は、あらかじめ農林水産省の承認を受けなければならない。

② 公正な取扱い

受託事業体は、本業務の実施に当たって、政府所有米穀の買受資格者を合理

的な理由なく区別してはならない。

③ 金品等の授受の禁止

受託事業体は、本業務において、金品等を受け取ること又は与えることをし

てはならない。ただし、受託事業体が政府所有米穀の販売代金を受け取る場合

又は本業務の実施に係る経費を支払う場合はこの限りでない。

④ 宣伝行為の禁止

受託事業体その他本業務に従事する者は、本業務の実施に当たって、自らが

行う業務の宣伝を行ってはならない。



受託事業体その他本業務に従事する者は、本業務の実施の事実をもって、第

三者に対し誤解を与えるような行為をしてはならない。

⑤ 法令の遵守

受託事業体その他本業務に従事する者は、本業務を実施するに当たり、適用

を受ける関係法令等を遵守しなければならない。

⑥ 記録・帳簿書類等

受託事業体その他本業務に従事する者は、実施年度ごとに本業務に関して作

成した記録や帳簿書類を、本業務を終了し、又は中止した日の属する年度の翌

年度から起算して５年間保管しなければならない。

⑦ 権利の譲渡

受託事業体は、原則として本契約に基づき生じた権利の全部又は一部を第三

者に譲渡しをしてはならない。

⑧ 権利義務の帰属等

ア 本業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵触するときは、

受託事業体は、その責任において、必要な措置を講じなければならない。

イ 受託事業体は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、

農林水産省の承認を受けなければならない。

⑨ 再委託の取扱い

ア 受託事業体は、本業務の総合的な企画、政府所有米穀の販売（政府所有米

穀の買受人からの販売代金の回収業務を除く。）及び本業務の実施状況の確

認並びにこれらに付帯する業務の実施を再委託してはならない。

イ 受託事業体は、本業務（アに掲げる業務を除く。）を再委託するときは、

あらかじめ農林水産省の承認を得なければならない。ただし、再委託する業

務について、受託事業体が再委託先に支払う金額の総額が年間100万円以下で

ある場合は、この限りでない。

なお、受託事業体は、３(2)から(4)まで及び(6)の業務を再委託するときは、

それぞれ次に掲げる者に限り、この相手方とすることができる。

(ｱ) 保管業務

倉庫業法（昭和31年法律第121号）の規定に基づき国土交通大臣の行う

登録を受けている者、農業倉庫業法（大正６年法律第15号）第１条に規定

する農業倉庫業者又は中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）の

規定に基づき保管を行う者

(ｲ) 運送業務

貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）に規定する一般貨物自動

車運送事業者又は貨物利用運送事業法（平成元年法律第82号）に規定する

貨物利用運送事業者

(ｳ) 販売に伴い必要となる業務

a カビ確認及びカビ毒検査



業務仕様書に定める体制が整備されている者

b 変形加工

業務仕様書に定める要件を満たす工場を所有し、破砕精米を適切に

製造･管理できる者

c とう精

業務仕様書に定める要件を満たす工場を所有し、米穀を適切にとう

精・管理できる者

(ｴ) 販売することができない米穀及び空包装等の処理業務

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第７条に

規定する一般廃棄物収集運搬業者若しくは一般廃棄物処分業者又は同法

第14条に規定する産業廃棄物収集運搬業者若しくは産業廃棄物処分業者

⑩ 政府所有米穀の亡失、損傷等に係る損害賠償

ア 受託事業体は、政府所有米穀の亡失、損傷（カビ状異物又はカビ毒の混入、

水濡れ、鼠害等により、食用又は飼料用として販売等をすることができなく

なったことをいう。以下同じ。）その他契約不履行により農林水産省に損害

を及ぼしたときは、農林水産省に対し、賠償の責めを負わなければならない。

イ 受託事業体が支払う損害賠償金の額は、次に掲げる場合ごとに定める額と

する。

(ｱ) 政府所有米穀の亡失若しくは損傷により農林水産省に損害を及ぼした場

合又は変形加工若しくはとう精において業務仕様書に定める基準に適合し

ないもの（以下「不合格品」という。）が発生した場合 付録に定める寄

託申込価格に数量を乗じて算出した額

(ｲ) (ｱ)以外の場合 農林水産省が別途定める額

ウ 火災保険の対象となる事故により政府所有米穀の亡失又は損傷が生じ、農

林水産省に損害を及ぼしたときは、受託事業体は、アの規定にかかわらず、

保険者から徴収した保険金の全額相当額を、農林水産省に支払うものとする。

エ アからウまでの規定に基づき受託事業体が農林水産省に対して損害賠償金

の全額を支払った場合においても、政府所有米穀の所有権は農林水産省に留

保されるものとする。

⑪ 政府所有米穀の販売又は引渡しに係る違約金

ア 受託事業体は、政府所有米穀の販売又は引渡しにおいて、業務仕様書の規

定に違反したときは、当該違反に係る数量に次に掲げる場合ごとに定める額

を乗じて得た額を、違約金として農林水産省が指定する期日までに支払わな

ければならない。

(ｱ) 米穀の需給、政府所有米穀の安全の確保又は政府所有米穀の適正な流通

に重大な影響を及ぼしたと農林水産省が認めた場合 当該違反に係る政府

所有米穀の販売価格又は最低販売価格のいずれか高い価格

(ｲ) (ｱ)以外の場合 当該事実の発生時における当該政府所有米穀の最低販売



価格に100分の30を乗じた額

イ 受託事業体は、(4)に基づく業務改善命令に従わなかったときは、1,000万

円を限度として農林水産省が定める額を、農林水産省に支払わなければなら

ない。

⑫ 延滞金

ア 受託事業体は、農林水産省に納付すべき政府所有米穀の販売代金、過受金、

損害賠償金又は違約金（以下「元本」という。）について、官署支出官又は

歳入徴収官が発行する納入告知書の納付期限までに納付しなかったときは、

当該未納額に対して納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、年５パ

ーセントの割合で計算した額を、延滞金として農林水産省に納付しなければ

ならない。

イ アの規定にかかわらず、過受金の受領について、受託事業体に故意又は重

大な過失がある場合は、その過受金の支払を受けた日から納付の日までの日

数に応じ、年５パーセントの割合で計算した額を、延滞金として農林水産省

に納付しなければならない。

ウ ア及びイの延滞金は、元本と同時に納付しなければならない。

エ 歳入徴収官は、受託事業体から納付された金額が元本と延滞金の合計額に

満たない場合は、まず延滞金に充当し、次いで元本に充当するものとする。

オ 歳入徴収官は、エによって生じた元本の未納額については、受託事業体に

対し納付書を発行するものとし、受託事業体はこの納付書の定めるところに

よって納付しなければならない。

⑬ 契約解除

農林水産省は、受託事業体が次のいずれかに該当するときは、契約を解除す

ることができる。

ア 偽りその他不正の行為により落札者となったとき。

イ 公共サービス改革法第15条において準用する同法第10条各号のいずれかに

該当することとなったとき。

ウ 委託契約に従って本業務を実施できなかったとき、又はこれを実施するこ

とができないことが明らかになったとき。

エ ウに掲げる場合のほか、委託契約において定められた事項について重大な

違反があったとき。

オ 公共サービス改革法第26条第１項又は委託契約に基づく報告をせず、若し

くは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。

カ 公共サービス改革法第27条第１項又は委託契約に基づく指示に違反したと

き。

キ 受託事業体その他の本業務に従事する者が、公共サービス改革法第25条第

１項又は委託契約に違反して、本業務の実施に関して知り得た秘密を漏らし、



又は盗用したとき。

ク 本業務を統括する者又は従業員が暴力団又は暴力団関係者であることが明

らかとなったとき。

ケ 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していること

が明らかとなったとき。

コ 委託契約の履行に関して米穀の流通に関する法令の規定に違反したとき。

サ 公正取引委員会が、受託事業体又は受託事業体の代理人に対して私的独占

の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占

禁止法」という。）第７条又は第８条の２（独占禁止法第８条第１号又は第

２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置命令（以下「排

除措置命令」という。）を行ったとき、独占禁止法第７条の２第１項（独占

禁止法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による

課徴金納付命令（以下「課徴金納付命令」という。）を行ったとき又は独占

禁止法第７条の２第18項若しくは第21項の規定による課徴金の納付を命じな

い旨の通知を行ったとき。

シ 受託事業体又は受託事業体の代理人（受託事業体が法人にあっては、その

役員又は使用人を含む。）が刑法（明治40年法律第45号）第96条の３若しく

は第198条又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号の規定に

よる刑の容疑により公訴を提起されたとき。

⑭ 契約解除時の取扱い

ア ⑬のいずれかに該当し、契約を解除した場合には、受託事業体は、農林水

産省から、契約期間の開始の日から当該解除の日までの期間に係る委託費の

支給を受ける。

イ この場合、受託事業体は、委託費の限度額の105分の100に相当する金額の1

00分の10に相当する金額を違約金として農林水産省が指定する期間内に納付

しなければならない。

また、委託契約において約定する談合等の不正行為が明らかとなったとき

は、上記の違約金相当額のほか、更に、委託費の限度額の100分の５に相当す

る額を、違約金として農林水産省が指定する期日までに支払わなければなら

ない。

⑮ 契約終了時の措置

受託事業体は、委託契約が解除又は期間満了により終了する際に保管してい

る政府所有米穀を、農林水産省の指示に従って引き渡さなければならない。

⑯ 契約変更

農林水産省及び受託事業体は、経済事情の変動、政府所有米穀の安全に関す

る規制の変更その他やむを得ない事由により、この契約を変更する必要がある

と認めたときは、双方協議の上、契約の変更を行うものとする。

⑰ 契約の解釈



委託契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、受託事業体と農

林水産省が協議するものとする。

７ 契約により受託事業体が負うべき責任

受託事業体その他本業務に従事する者が、故意又は過失により、当該公共サービ

スの受益者等の第三者に損害を与えた場合には、次に定めるところによるものとす

る。

(1) 農林水産省が国家賠償法（昭和22年法律第125号）第１条第１項等に基づき、

当該第三者に対する賠償を行ったときは、農林水産省は受託事業体に対し、当該

第三者に支払った損害賠償額（当該損害の発生について農林水産省の責めに帰す

べき理由が存する場合は、農林水産省が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える

部分に限る。）について求償することができる。

(2) 受託事業体が民法（明治29年法律第89号）第709条等に基づき、当該第三者に

対する賠償を行った場合であって、当該損害の発生について農林水産省の責めに

帰すべき理由が存するときは、受託事業体は農林水産省に対し、当該第三者に支

払った損害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分について求

償することができる。

８ 政府所有米穀の販売等業務の実施体制及び実施方法の概要

受託事業体は、政府所有米穀の販売、保管、運送、販売に伴い必要となる業務（外

国産米穀の販売前のカビ確認・カビ毒分析、とう精、備蓄用精米加工）、品質管理、

販売することができない米穀及び空包装等の処理並びにこれらの業務に係る情報管

理について、次の体制の下、業務仕様書に即して作成された業務方法書に基づき実

施する。

(1) 伊藤忠食糧株式会社及び三菱商事株式会社

政府所有米穀の販売業務については、本社を中心として、全国の支店網を活用

して実施する。

販売業務以外の保管、運送等の業務については、それぞれの業務を的確に実施

することができる者に再委託して実施する。

(2) 日通グループ

日通商事株式会社を代表企業として、日本通運株式会社と共同企業体（JV）を

形成する。

政府所有米穀の販売業務については、米穀の出荷販売事業者である日通商事株

式会社が当該JV販売業務管理責任者を当該JV事務局に配置し、全国の支店網を活

用して実施する。

販売業務以外の業務については、保管、運送等の業務について、必要に応じて、

これらの業務を的確に実施することができる者に委託して実施する。


